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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第１四半期連結
累計期間

第13期
第１四半期連結

累計期間
第12期

会計期間

自2018年
　４月１日
至2018年
　６月30日

自2019年
　４月１日
至2019年
　６月30日

自2018年
　４月１日
至2019年
　３月31日

売上高 （百万円） 19,565 19,619 81,901

経常利益 （百万円） 1,598 1,312 5,353

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,099 1,001 4,212

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,560 322 3,614

純資産額 （百万円） 73,981 75,222 75,713

総資産額 （百万円） 129,225 127,654 129,928

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 79.25 72.19 303.55

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 78.92 71.90 302.33

自己資本比率 （％） 52.2 53.8 53.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当第１四半期連結累計期間より表示方法の変更を行っており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年

度に係る主要な経営指標等については、当該変更を反映した組替後の数値を記載しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間よりセグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １四半

期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、以下の業績の状況の分析については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情

報）（表示方法の変更）」に記載のとおり、組替後の前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の数値を用い

て比較しております。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における当社グループは、2017年度にスタートした第四次中期経営計画の最終年度を

迎え、「ＮＥＸＴ10　～次なる成長　次なる挑戦～」のもと、グループのさらなる成長と基盤強化を図ってまいり

ました。本計画における主要テーマとして、「成長戦略施策」では、①高機能シート分野への挑戦、②新市場開

拓・海外販売の強化、③環境関連分野の収益化、「基盤事業の強化・変革施策」では、①事業モデルの見直し、②

新商品の開発・販売、③製造工程の見直し・改善を掲げ、次なる成長に向けた諸施策を推進しております。

　特殊素材事業におきましては、商品開発の方向性である「NaSFA(ナスファ)」のもと、多くの開発に着手してお

ります。機能紙分野では、大型案件の開発の目途が立ち、当年度中に上市の見込みです。セキュリティー分野で

も、新製品の上市が見込まれ、更に大型案件に取り組んでおります。また、海外展開の一環として、前年に引き続

き、11月に開催される偽造防止技術の国際会議 High Security Printingへの参加を予定しております。ファン

シーペーパー分野では、海外・国内向けの新商品開発を進めております。

　また、三島工場において、１月よりガスエンジンが稼働しました。これにより、コスト削減を図るとともに環境

負荷低減活動を実施しております。

　産業素材事業におきましては、連結子会社の新東海製紙株式会社において、新バイオマスボイラーによるコスト

低減効果をはじめ、更なるコスト面・品質面での競争力向上に取り組んでおります。

　生活商品事業におきましては、ペーパータオルやラミネート製品の分野において新商品開発を進めております。

　当社グループは、これらの３事業に加え、新たに自然環境の活用や資源の再活用を目指した環境関連事業をセグ

メント化し、将来の収益基盤の強化を図ってまいります。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は19,619百万円（前年同期比0.3％増）、営業利益は273

百万円（前年同期比73.3％減）、経常利益は1,312百万円（前年同期比17.9％減）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は1,001百万円（前年同期比8.9％減）となりました。

 

　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①産業素材事業

　当セグメントの売上高は9,937百万円（前年同期比0.6％増）となりました。利益面につきましては、日本製紙株

式会社との段ボール原紙及びクラフト紙事業に係る提携事業運営は順調に推移しておりますが、当該提携事業に係

る契約変更に伴い、連結子会社の新東海製紙株式会社における調整損益の計上タイミングが変更になったこと、ま

た、水力発電による売電事業が渇水の影響により大幅な減益となったこと、加えて、パルプの外販価格低下の影響

等により、営業利益は89百万円（前年同期比85.0％減）となりました。

②特殊素材事業

　特殊印刷用紙につきましては、高級印刷紙の特需を獲得しましたが、厳しい市況の影響により販売数量・金額と

もに前年同期を下回りました。一方、特殊機能紙につきましては、一部の製品において新たな採用を取り込み販売

数量・金額ともに前年同期を上回りました。利益面では、パルプをはじめとした原材料の高値在庫の払出し、三島

工場の新ガスエンジン稼働に伴う償却費の増加等もあり、大幅な減益となりました。

　この結果、当セグメントの売上高は5,484百万円（前年同期比1.9％減）、営業利益は151百万円（前年同期比

68.5％減）となりました。

③生活商品事業

　ペーパータオルにつきましては、原燃料高騰の影響を緩和するため販売価格への転嫁を進めた結果、販売数量が

前年同期を下回りました。トイレットペーパーにつきましては、販売価格が値上げ効果もあり前年同期を上回った

ものの、販売数量は前年同期を下回りました。

　この結果、当セグメントの売上高は4,360百万円（前年同期比2.5％減）、営業利益は87百万円（前年同期比

114.5％増）となりました。
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　また、財政状態については次のとおりであります。

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、127,654百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,274百万円の減少

となりました。主な要因は、投資有価証券の四半期末時価評価等による減少によるものであります。

　負債は、52,431百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,783百万円の減少となりました。主な要因は、支払

手形及び買掛金の減少によるものであります。

　純資産は、75,222百万円となり、前連結会計年度末に比べて490百万円の減少となりました。主な要因は、その

他有価証券評価差額金の減少によるものであります。自己資本比率は53.8％となり、前連結会計年度末に比べて

0.7ポイント上昇しました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、266百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数（株）

                  普通株式 45,000,000

計 45,000,000

 

 

②【発行済株式】
 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,412,000 15,412,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 15,412,000 15,412,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2019年４月１日～

2019年６月30日
― 15,412,000 ― 11,485 ― 3,985

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2019年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,533,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,792,100 137,921 －

単元未満株式 普通株式 86,600 － －

発行済株式総数  15,412,000 － －

総株主の議決権  － 137,921 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式83株が含まれております。

②【自己株式等】

    2019年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

特種東海製紙株式会社

静岡県島田市向島町

4379番地
1,533,300 － 1,533,300 9.95

計 ― 1,533,300 － 1,533,300 9.95

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,882 8,554

受取手形及び売掛金 26,769 25,797

有価証券 9 －

商品及び製品 4,296 4,603

仕掛品 991 1,046

原材料及び貯蔵品 5,323 5,706

その他 1,268 1,230

貸倒引当金 △22 △22

流動資産合計 47,518 46,915

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 16,444 16,545

機械装置及び運搬具（純額） 30,822 29,826

土地 13,136 13,135

その他（純額） 2,211 2,630

有形固定資産合計 62,614 62,138

無形固定資産   

その他 352 357

無形固定資産合計 352 357

投資その他の資産   

投資有価証券 17,977 16,801

繰延税金資産 506 524

その他 1,000 958

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産合計 19,443 18,242

固定資産合計 82,410 80,738

資産合計 129,928 127,654
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,824 12,745

短期借入金 8,325 9,035

1年内返済予定の長期借入金 6,519 6,424

1年内償還予定の社債 70 70

未払法人税等 473 107

賞与引当金 434 266

環境対策引当金 22 40

その他 5,732 6,250

流動負債合計 35,402 34,939

固定負債   

社債 560 542

長期借入金 13,727 12,803

繰延税金負債 1,513 1,295

役員退職慰労引当金 55 53

環境対策引当金 60 62

事業構造改善引当金 826 636

退職給付に係る負債 1,459 1,489

資産除去債務 550 548

その他 58 59

固定負債合計 18,813 17,492

負債合計 54,215 52,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,485 11,485

資本剰余金 12,706 12,698

利益剰余金 45,256 45,564

自己株式 △4,525 △4,492

株主資本合計 64,922 65,255

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,386 3,643

退職給付に係る調整累計額 △266 △258

その他の包括利益累計額合計 4,119 3,385

新株予約権 148 124

非支配株主持分 6,522 6,456

純資産合計 75,713 75,222

負債純資産合計 129,928 127,654
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

売上高 19,565 19,619

売上原価 16,583 17,372

売上総利益 2,981 2,247

販売費及び一般管理費 1,957 1,973

営業利益 1,023 273

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 153 258

受取賃貸料 29 25

受取保険金 82 26

持分法による投資利益 286 707

その他 92 85

営業外収益合計 645 1,104

営業外費用   

支払利息 53 47

その他 17 18

営業外費用合計 70 65

経常利益 1,598 1,312

特別利益   

固定資産売却益 5 8

受取保険金 － 100

受取補償金 117 －

特別利益合計 123 108

特別損失   

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 20 46

環境対策引当金繰入額 － 34

事業構造改善費用 － 148

異常操業損失 ※ 39 －

特別損失合計 59 229

税金等調整前四半期純利益 1,662 1,191

法人税、住民税及び事業税 232 56

法人税等調整額 174 77

法人税等合計 406 134

四半期純利益 1,255 1,057

非支配株主に帰属する四半期純利益 156 55

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,099 1,001
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

四半期純利益 1,255 1,057

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 291 △745

退職給付に係る調整額 13 8

持分法適用会社に対する持分相当額 0 1

その他の包括利益合計 304 △735

四半期包括利益 1,560 322

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,406 268

非支配株主に係る四半期包括利益 153 53
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【注記事項】

（追加情報）

　（表示方法の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、従来、「販売費及び一般管理費」、「営業外収益」及び「営業外費用」に計

上しておりました当社社有林管理の収益及び費用を「売上高」、「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に

計上することに変更しております。

　この変更は、今後の環境関連の新規事業拡大への取り組みに伴い管理体制の強化、損益管理区分の見直しを

行ったことに伴い、連結営業損益をより適切に表示するために行ったものであります。

　この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の組替を行ってお

ります。

　この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「売上高」が13百万円、「販売費及

び一般管理費」が15百万円増加し、「営業外収益」の「受取賃貸料」が9百万円、「その他」が4百万円、「営業

外費用」の「その他」が15百万円減少しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年６月30日）

富士製紙協同組合 32百万円 富士製紙協同組合 243百万円

 

　（注）富士製紙協同組合への保証は、複数の保証人のいる連帯保証によるものであり、当社グループの負担となる

　　　　金額を記載しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　※　異常操業損失は次のとおりであります。

　　　 前第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

　　　　 連結子会社において排水設備が損傷したことにより生じた操業低下に伴う異常原価及び復旧に係る費用で

あります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

減価償却費 1,639百万円 1,619百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

(1) 配当金支払額

 
決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日

定時株主総会
普通株式 346 25.0 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

(1) 配当金支払額

 
決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日

定時株主総会
普通株式 693 50.0 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
産業素材
事業

特殊素材
事業

生活商品
事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
9,318 5,275 4,402 18,996 568 19,565 － 19,565

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

559 316 68 944 932 1,876 △1,876 －

計 9,878 5,592 4,470 19,941 1,500 21,441 △1,876 19,565

セグメント利益又

は損失（△）
593 481 40 1,116 △15 1,100 △76 1,023

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業でありま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整内容は以下の通りであります。

（単位：百万円）

 当第１四半期連結累計期間

　全社費用 △78

　セグメント間取引消去等 1

合計 △76

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
産業素材
事業

特殊素材
事業

生活商品
事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
9,465 5,274 4,288 19,028 591 19,619 － 19,619

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

472 209 72 754 498 1,253 △1,253 －

計 9,937 5,484 4,360 19,782 1,089 20,872 △1,253 19,619

セグメント利益又

は損失（△）
89 151 87 328 △41 286 △12 273

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業でありま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整内容は以下の通りであります。

（単位：百万円）

 当第１四半期連結累計期間

　全社費用 △76

　セグメント間取引消去等 63

合計 △12

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　　今後の環境関連の新規事業拡大への取り組みに伴い管理体制の強化、損益管理区分の見直しを行った

ことに伴い、当第１四半期連結会計期間より環境関連事業を「その他」として報告セグメントに含まれ

ない事業セグメントに追加しております。

　　　当該セグメントには、従来「その他」として表示しておりました子会社による土木・造園工事、サー

マルリサイクル燃料の製造・販売等のほか、当社による社有林管理が含まれます。

　　　またこの変更に伴い当第１四半期連結会計期間より、従来、「販売費及び一般管理費」、「営業外収

益」及び「営業外費用」に計上しておりました当社社有林管理の収益及び費用を「売上高」、「売上原

価」及び「販売費及び一般管理費」に計上することに変更しております。

　　　なお前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分及び表示に基づいて作成しており

ます。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 79円25銭 72円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
1,099 1,001

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（百万円）
1,099 1,001

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,870 13,879

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 78円92銭 71円90銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 57 55

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

― ―

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年８月９日

特種東海製紙株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田中　　敦　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 芦川　　弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている特種東海製紙

株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から

2019年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、特種東海製紙株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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